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<主な取組>

今年度の
取組

実績と
成果

参考HP①

参考HP②

参考HP③ 道総研業務実績に関する評価結果 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ssg/khc/hyokakekka.html

（産学官連携による科学技術振興の推進）
・道総研の運営支援や計画の進捗管理をはじめ、国の大型プロジェクトを活用した研究開発拠点の形成支
援、大学発ベンチャー企業等に対する創業や育成の支援等を通じて、デジタル産業の集積等に資するよう産
学官金等の連携強化を図る。
・科学技術を担う人材の確保・育成のため、科学技術に触れ、親しむことができる機会を創出するイベント
の開催や、科学技術上の優れた研究を行った者に対する表彰を実施する。
・研究機関等が生み出すシーズと民間企業等のニーズのマッチングを目指し、特許流通の促進に取り組むほ
か、知的財産の普及啓発を進める。

北海道科学技術振興基本計画（R5～R9年度） https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ssg/keikaku.html

北海道科学技術審議会について https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ssg/a0002/b0001/

12,830,215千円 13,826,110千円 14,792,038千円

本道の特性を活かした研究開発や研究成果の移転促進等のため、産学官金等の協働や、研究開発拠点の形成
などを推進するほか、科学技術に親しむ機会の提供、科学技術・産業の発展などを担う人材の育成・確保、
新事業、新産業の創出に結び付く知的財産の戦略的な創造・保護・活用を推進。

（産学官連携による科学技術振興の推進）
・道内各地で産学官連携による研究開発が進められている中、地域産業の一層の発展を図るためには、本道
の特性を活かした研究開発等の促進が重要であることから、国の大型プロジェクトを活用した研究開発拠点
の形成支援や研究開発機能の充実などといった取組を通じて、更なる産学官金等の連携強化を図る必要があ
る。
・科学技術を担う人材の確保・育成のため、産学官金等が連携して取り組むほか、科学技術に触れ、親しむ
ことができる機会の創出を図る必要がある。
・知的財産に対する認知度を向上するとともに、知的財産の保護や活用の必要性について理解を深める必要
がある。

（産学官連携による科学技術振興の推進）
・道総研に対し運営費交付金等として、13,813百万円を交付するととともに、R4.8月に評価委員会を開催
し、年度計画の進捗状況を管理した。また、国の大型プロジェクトを活用し、室蘭工業大学と連携して申請
した「共創の場形成支援プログラム」に「アシル-トイタによる心と体に響く新しい食の価値共創拠点」が採
択されたほか、産学官が連携して行う基礎的研究・応用研究・実用化研究を支援し、共同研究件数が増加し
た。
・科学体験イベント「サイエンスパーク」を開催（R4.7～8月、参加者数1,300人、約30,000アクセス）し、
子どもが科学技術に触れ、関心を高めてもらう機会を創出したほか、知事表彰として、科学技術上の優れた
功績のあった研究者に対する表彰を実施（R5.2月、8名）し、科学技術を担う人材の確保・育成を図った。
・道内中小企業等による特許など知的財産権を活用した事業展開を支援するため、北海道知的所有権セン
ター内に専門知識を有した特許流通サポーターを配置して特許流通の相談等を行ったほか、北海道知的財産
戦略本部の構成機関と連携しながら、北海道知的財産情報センターの利用促進を図るための普及啓発を行っ
た。（特許流通サポータ相談件数　R2:573件、R3：627件、R4：685件）

令和５年度　基本評価調書 科学技術振興課

本道活性化のための科学技術の振興 0204

新たな成長産業への挑戦や研究開発の推進
2(4)A
2(4)C

第４期北海道科学技術振興基本計画、地方独立行政法人北海道立総合研究機構第三期中期目標

順調

関連重点
戦略計画等

知事公約、創生総合戦略、強靱化計画、Society5.0推進計画

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ssg/khc/hyokakekka.html
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ssg/keikaku.html
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ssg/a0002/b0001/


<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする

増加 件 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 1,576 1,601 1,685 1,700

実績値 1,508 1,667 1,712

指標公表時期

増加 人及びアクセス R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R9) 達成率 指標判定

目標値 10,000 20,000 30,000 51,300

実績値 11,000 23,000 31,300

指標公表時期

増加 件 R元年度 R2年度 R3年度 最終目標(R6) 達成率 指標判定

目標値 880 880 880 2,240

実績値 1,273 1,521 1,624

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

設定理由

設定理由

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名⑤

－ －

設定理由
第４期北海道科学技術振興基本計画において、産学官の連携や道内高等教育機関における知的財産の戦略的
な創造・保護・活用の状況を測るための指標として設定。

毎年調査、前年度分を翌々年２月に公表 出典（根拠計画等） 文部科学省調査を道総合政策部で整理

分析（主な取組と成果）

R元以来となる会場開催による展示・体験イベントを開催したことにより、多くの児童に科学に直接ふれあう機会を創出
できたほか、出展者をはじめとした関係機関との連携及びオンライン開催の浸透により、アクセス数を増加させることが
できたことから、目標値を達成した。

指標名③

分析（主な取組と成果）

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

北海道知的所有権センターにおいて特許流通を促進してきたほか、北海道知的財産戦略本部の構成機関と連携しながら知
的財産活用の啓発を進めた結果、目標値を達成した。

指標名④

－ －

道内大学等における特許等の実施
許諾数

184.5% Ａ

道総研に対し運営費交付金を措置し、産学官が連携して行う基礎的研究・応用研究・実用化研究を支援するとともに、産
学官連携による道内での事業化に向けた先導的な技術シーズ創出を目指す研究や、産学の共同研究成果等を活用して道内
での事業化を目指す研究を支援することにより、協働に向けた機運醸成が図られてきており、目標値を達成した。

指標名②

「サイエンスパーク」参加者数 104.3% Ａ

毎年調査、９月頃公表 出典（根拠計画等） 北海道総合政策部調べ

分析（主な取組と成果）

設定理由
地域産業の発展につながる大学等の創造的な研究の状況を測る指標であり、産学官金等の連携強化に係る取
組に関する成果を測る指標として設定

毎年調査、２月頃確定 出典（根拠計画等） 北海道総合政策部調べ

設定理由
第４期北海道科学技術振興基本計画において、科学技術に対する理解と信頼を得るために実施することとし
ている事業であることから、その実施成果を測るため、会場とオンラインを合算した参加者数を指標として
設定。

産学官の共同研究の件数 101.6% Ａ

令和5年度 基本評価調書

指標名①

【2(4)A
2(4)C_0204】本道活性化のための科学技術の振興



令和5年度 基本評価調書 【2(4)A
2(4)C_0204】本道活性化のための科学技術の振興

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<取組分析（その他の統計数値等）>

b

a

11件（R４）

（課題）
大学等が有する研究シーズを活用して、地域課題解決にも貢献しうるスタートアップが持続的に創出される体制を構築す
る必要がある。

（課題）
本道の大学や試験研究機関などが有する様々な研究成果や技術を活用し、社会実装につなげるためには、国プロジェクト
を積極的に活用し、地域課題の解決に取り組む必要がある。

（課題）

道内大学等における国のプロジェクト獲得件数

過年度①

統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度

分析等

（分析等）
道内大学等における国のプロジェクト獲得件数は、大学を中心とした自治体、支援機関、民間企業との連携
体制が強化されていること等により漸増しており、今後も産学官連携の強化による効果が見込まれる。

分析等

（分析等）
大学の研究シーズを活かしたスタートアップの創出は、近年、毎年５件程度で推移しているが、地域をまた
がる広域の連携プラットフォームによる活動の広がりにより、大学や試験研究機関、支援機関等が有する
様々な研究成果や技術を活用した起業が加速することが期待されている。

統計数値等②

分析等

（分析等）

過年度② 最新年度

７件（R２） 10件（R３）

統計数値等①

道内大学発のスタートアップ創出数

連携状況

（課題）
・本道経済の活性化には、食・健康・医療をはじめとした本道が優位性を有する分野において、科学技術を活用した地域イノベー
ションを創出し、新たな産業を育成するとともに、生産性向上などの課題解決を図ることが重要である。
・本道の地域課題を克服し、北海道 Society 5.0の実現に向け未来技術を活用していくためには、道民の科学技術への関心が高ま
るよう科学技術に親しむ機会の提供や、科学技術・産業の発展などを担う人材の育成・確保を進めることが必要である。
・道総研において、研究ニーズの把握や研究の推進、研究成果の幅広い普及等を的確に行うため、産業界、大学等の研究・教育
機関、行政機関、金融機関等との連携を一層強化していく必要がある。

（取組）
・室蘭工業大学と連携して「共創の場形成支援プログラム」（（国研）科学技術振興機構が公募する産学官共創拠点の形成を目指
す産学連携プログラム）を活用したプロジェクトの獲得を目指した結果（R4.3-7）、「アシル-トイタによる心と体に響く新しい食の価値
共創拠点」が採択された。
・青少年の科学に対する意識や関心を高め、科学技術の役割や重要性に対する認識を深めることを目指して、試験研究機関、教
育機関、民間企業等が連携した体験型科学イベント「サイエンスパーク」を開催し（R4.7-8）、子どもが科学技術に触れ、関心を高め
てもらう機会を創出した。（参加者数1,300人、約30,000アクセス）
・道総研における研究等をはじめとした法人の運営に必要な財源を措置し（R4:13,813百万円）、安定した法人運営を図ることができ
た。

緊急性
優先性

（課題）
・我が国の研究力は、論文の質・量ともに国際的地位の低下傾向が継続しているほか（主要国の自然科学系における論文数：第2
位（1997-1999年の平均）→第4位（2017－2019年の平均））、ポストの減少による若手研究者を取り巻く環境も厳しい状況が続いて
おり（大学における40歳未満の本務教員比率：1996年度39.3%→2019年度22.1%）、本道における科学技術の振興を図るため、有識
者の意見を踏まえながら、科学技術の振興に関する基本的な計画の進捗管理、推進を行う必要がある。
・道総研の研究活動について、外部からの評価を導入することで評価の客観性を確保するとともに、研究の重点化方針や研究制
度全般のあり方などについての意見を踏まえながら、柔軟かつ効果的な研究遂行を図る必要がある。

（取組）
・北海道科学技術審議会及び地域の産学官等の有識者から意見を聴取する地域懇談会を開催し、次期基本計画の策定に当たっ
ては、研究者の人材確保が重要という意見を踏まえ、大学等の研究機関と自治体等における人材派遣・人材交流に取り組むことな
どを反映した。
・道総研に関し、民間の有識者からなる北海道地方独立行政法人評価委員会の評価意見を聴取したうえで評価を実施し、中期計
画及び年度計画の進捗状況を管理するとともに、安全確保・リスク管理に関する意見を踏まえ、道総研における安全性の向上に向
けた取組のため、適切な助言を行った。

□ 成果指標で課題への対応を説明済

過年度① 過年度② 最新年度

４件（R１） ６件（R２） ５件（R３）



令和5年度 基本評価調書 【2(4)A
2(4)C_0204】本道活性化のための科学技術の振興

<総合判定>

○

○

ａ

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

 （　　　－　　　）

指 標 判 定
総 合
判 定

順調緊急性・優先性

その他の統計数値等

翌年度に
向けた

対応方針

内容

更なる産学官金等の連携強化に向け、本道における国の大型プロジェクト獲得に向けた大学等の
取組をはじめ、産学官が連携して行う基礎的研究・応用研究・実用化研究を支援する。

Ａ

連 携 状 況



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

1201 一般
総合研究機構運営支援費（運営費交
付金）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構の業務運営に必要な
財源を措置

科学技術振
興課

12,373,000 12,373,000 0.8 0.8 12,379,272

1202 一般
総合研究機構運営支援費（施設整備
等補助金（計画分））

地方独立行政法人北海道立総合研究機構の試験場施設等の改
修などに対する助成

科学技術振
興課

294,720 224,927 0.4 0.4 297,856

1204 投資的経費B
総合研究機構運営支援費（施設整備
等補助金（中央農業試験場岩見沢試
験地庁舎改修（集約化））

地方独立行政法人北海道立総合研究機構の試験場施設等の改
築などに対する助成

科学技術振
興課

20,207 20,207 0.2 0.2 21,775

1217 投資的経費B
総合研究機構運営支援費（施設整備
等補助金（北見農業試験場庁舎改築
費）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構の試験場施設等の改
築などに対する助成

科学技術振
興課

90,069 24,069 0.2 0.2 91,637

1206 事務
科学技術振興課総合調整等業務（道
総研関係分）

道議会関係事務、予算・決算等の管理に関する事務全般、道総
研や各部との調整事務地方独立行政法人北海道立総合研究機
構に対する施設整備等補助金に係る工事完成検査

科学技術振
興課

1.6 1.6 12,544

1207 事務
各種審議会経費（地方独立行政法人
評価委員会（道総研））

北海道地方独立行政法人評価委員会試験研究部会の開催
科学技術振
興課

0.8 0.8 6,272

1208 一般
科学技術振興推進事業費補助金（研
究開発事業費補助金）

産学官が連携して行う基礎的研究・応用研究・実用化研究に対す
る支援

科学技術振
興課

27,955 27,955 0.2 0.2 29,523

1209 一般
研究開発推進事業費（科学技術振興
計画推進費）

「北海道科学技術振興条例」の基本計画となる「北海道科学技術
振興計画」に基づく科学技術の振興に関する施策の推進等

科学技術振
興課

4,062 4,062 5.7 5.7 48,750

1210 事務 科学技術振興課総合調整等業務
課職員の管理・監督、議会事務、対外調整及び企画に関する事
務、科学技術審議会に関する事務、各種表彰事務、その他課の
庶務に関する事務等

科学技術振
興課

3.0 3.0 23,520

1211 一般
研究開発推進事業費（R＆BP整備推
進事業費）

産学官連携による研究開発から事業化までの一貫したシステム
の構築等を、北大をはじめ全道の主要地域で推進。（独）中小機
構が北大キャンパス内に設置したインキュベーション施設を活用
し、大学発ベンチャー企業等の創業や育成を支援。

科学技術振
興課

12,702 12,702 3.0 3.0 36,222

1212 一般
研究開発推進事業費（知的所有権セ
ンター事業費）

道内中小企業等に対し、開放特許等の流通や特許情報の活用を
支援することにより、新事業、新産業の創出を図るため、北海道
知的所有権センターを運営。

科学技術振
興課

7,500 7,500 0.1 0.1 8,284

1219 事務
国の大型プロジェクトの活用に関する
事務

国の大型プロジェクト（共創の場形成支援プログラム等）の獲得に
向けた支援や既採択拠点への支援に関する事務等

科学技術振
興課

2.0 2.0 15,680 ①
改善（取組分

析）

0.0 0

0 12,830,215 12,694,422 18.0 0.0 18.0
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整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

計

前年度からの
繰越事業費

（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト

（千円）

一次政策評価

二次政策評価意見


